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リポート

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
を
上
回
る
成
長
率

経
済
成
長
と
福
祉
の
両
立
を
実
現
す
る

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・
モ
デ
ル

高
福
祉
・
高
負
担
国
家
で
知
ら
れ
る
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
。

高
い
国
際
競
争
力
の
源
泉
と
は
何
か
。

湯ゆ
も
と元　

健け
ん
じ治

（
日
本
総
合
研
究
所
理
事
）

３
月
半
ば
に
か
け
て
、
10
日
間
ほ
ど

ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
に
出
張
し
た
。

高
福
祉
・
高
負
担
国
家
で
知
ら
れ
る
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
の
国
際
競
争
力
の
源
泉
は
何
か

を
調
査
す
る
た
め
だ
。
同
国
は
、
世
界
経

済
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
２
０
０
９
年
国
際
競
争

力
ラ
ン
キ
ン
グ
で
４
位
に
ラ
ン
ク
イ
ン

（
日
本
は
８
位
）
す
る
な
ど
、毎
年
上
位
に

入
る
。
国
民
負
担
率
７
割
、所
得
課
税（
国

税
と
地
方
税
）
の
最
高
税
率
が
56
％
に
上

る
高
負
担
国
家
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
経
済

成
長
率
や
労
働
生
産
性
は
経
済
協
力
開
発

機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
諸
国
平
均
を
大
き
く

上
回
っ
て
い
る
。
そ
の
活
力
は
ど
こ
か
ら

生
ま
れ
る
の
か
、
成
長
と
福
祉
の
両
立
を

可
能
と
す
る
「
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン・モ
デ
ル
」

の
秘
密
を
明
ら
か
に
し
た
か
っ
た
。

７
つ
の
特
質

　

前
社
民
党
政
権
時
代
に
財
務
相
を
務
め

た
パ
ー
ル
・
ヌ
ー
デ
ル
氏
と
面
談
し
た
。

ヌ
ー
デ
ル
氏
に
よ
る
と
、「
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
・
モ
デ
ル
」
の
特
質
は
、
①
開
か
れ
た

経
済
と
自
由
貿
易
主
義
、
②
健
全
な
財
政

運
営
、
③
高
水
準
の
教
育
と
研
究
開
発
支

出
、
④
高
い
女
性
の
労
働
参
加
率
、
⑤
包

括
的
な
環
境
政
策
、
⑥
労
使
協
調
的
な
賃

金
決
定
、
⑦
人
間
を
守
る
福
祉
・
社
会
保

障
政
策
─
─
の
７
点
に
集
約
さ
れ
る
。

　

①
と
②
は
、
マ
ク
ロ
経
済
財
政
運
営
の

基
本
で
あ
る
。
人
口
９
３
０
万
人
の
小
国

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
が
生
き
残
る
道
は
、
輸
出

の
拡
大
と
経
済
の
対
外
開
放
、
外
国
投
資

の
呼
び
込
み
以
外
に
な
い
。

　

一
方
、
高
水
準
の
教
育
・
研
究
開
発
支

出
を
デ
ー
タ
で
確
認
す
る
と
、
公
的
教
育

支
出
の
対
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
比
率

は
５
・
５
％
と
、
日
本
（
３
・
５
％
）
を

大
き
く
上
回
る
。
義
務
教
育
か
ら
大
学
・

大
学
院
な
ど
高
等
教
育
に
至
る
ま
で
完
全

無
償
化
が
実
現
。
積
極
的
労
働
市
場
政
策

と
呼
ば
れ
る
職
業
訓
練
支
出
も
同
１
・
３

％
（
日
本
０
・
３
％
）
と
大
き
い
。
研
究

開
発
支
出
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
は
４
％
と
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
諸
国
中
で
首
位
だ
。
民
間
支
出
が
４

分
の
３
を
占
め
る
が
、
産
官
学
の
連
携
が

有
効
に
機
能
し
、
様
々
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
誘
発
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
競
争
力
の
基
盤
イ
ン
フ
ラ
と
な

る
Ｉ
Ｔ
関
連
デ
ー
タ
を
見
る
と
、
ス
ウ
ェ

ー
デ
ン
は
家
計
の
パ
ソ
コ
ン
保
有
率
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
ア
ク
セ
ス
率
、
ブ
ロ
ー

ド
バ
ン
ド
・
ア
ク
セ
ス
率
な
ど
が
い
ず
れ

も
70
％
超
と
、
Ｉ
Ｔ
調
査
会
社
の
米
Ｉ
Ｄ

Ｃ
の
調
査
で
世
界
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
Ｉ
Ｔ

先
進
国
に
認
定
さ
れ
て
い
る
。
電
子
政
府

（e

─Governm
ent

）
も
進
ん
で
い
る
。

全
国
民
が
ｅ
─
Ｉ
Ｄ
カ
ー
ド
を
保
有
し
、

納
税
の
み
な
ら
ず
引
っ
越
し
な
ど
の
行
政

手
続
き
、
児
童
手
当
や
育
児
休
業
手
当
な

ど
の
社
会
保
障
の
給
付
申
請
と
受
給
手
続

き
を
自
宅
に
居
な
が
ら
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

で
完
結
す
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
ず
み
で
あ

る
。

　

次
に
、
女
性
の
高
い
労
働
参
加
率
に
つ

い
て
だ
が
、
１
９
７
０
年
代
以
降
、
女
性

の
社
会
進
出
が
進
み
、
男
女
平
等
社
会
が

進
展
。
女
性
の
労
働
参
加
率
は
78
・
２
％

と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
中
２
位
だ
。
男
女
の
賃
金
格

スウェーデンの町並み（筆者撮影）

■スウェーデン
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差
も
１
割
を
切
っ
て
お
り
、
男
女
が
共
働

き
し
て
高
齢
化
社
会
全
体
を
支
え
る
モ
デ

ル
が
実
現
し
て
い
る
。

　

年
齢
別
の
女
性
就
業
率
カ
ー
ブ
は
、
日

本
の
よ
う
な
Ｍ
字
型
で
は
な
く
完
全
に
台

形
に
な
っ
て
い
る
。
女
性
が
結
婚
・
出
産

し
て
も
働
き
続
け
ら
れ
る
仕
組
み
が
で
き

て
い
る
。
例
え
ば
、
就
学
前
保
育
所
が
完

備
さ
れ
、
日
本
と
違
っ
て
待
機
児
童
は
少

な
い
。
児
童
手
当
は
、
子
ど
も
の
数
が
増

え
る
ほ
ど
金
額
が
増
え
る
多
子
加
算
が
採

用
さ
れ
て
い
る
が
、
３
人
目
で
も
日
本
の

子
ど
も
手
当
よ
り
少
な
い
。

　

そ
の
代
わ
り
、
育
児
休
暇
は
４
８
０
日

付
与
さ
れ
、
う
ち
60
日
は
「
パ
パ
ク
ォ
ー

タ（
父
親
へ
の
割
り
当
て
）」と
し
て
必
ず

父
親
が
取
得
す
る
義
務
が
あ
る
。
こ
の
た

め
、
男
性
の
育
児
休
暇
取
得
率
は
79
％
で

女
性
（
84
％
）
と
大
差
な
い
。
育
児
休
業

保
険
は
、
従
前
賃
金
の
８
割
と
高
く
、
子

ど
も
の
医
療
費
は
無
料
で
、
出
産
・
子
育

て
中
も
生
活
水
準
は
低
下
し
な
い
。
こ
う

し
た
家
族
関
係
支
出
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
３
・
２

％
と
大
き
い
が
、人
的
投
資
と
位
置
づ
け
、

将
来
の
税
収
増
な
ど
見
返
り
は
大
き
い
と

認
識
さ
れ
て
い
る
。
日
本
は
総
額
が
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
の
半
分
に
も
満
た
な
い
だ
け
で

な
く
、
そ
の
中
身
も
子
ど
も
手
当
に
偏
重

し
て
お
り
、
少
子
化
対
策
・
子
育
て
支
援

の
色
彩
は
薄
い
。

　

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
は
女
性
の
起
業
家
を
多

く
輩
出
し
て
い
る
。
出
張
先
で
面
談
し
た

ア
ン
ナ
さ
ん
も
そ
の
１
人
だ
。
２
人
の
子

育
て
を
し
な
が
ら
、
ネ
ッ
ト
ビ
ジ
ネ
ス
を

展
開
し
て
き
た
。「
子
ど
も
の
送
り
迎
え
が

あ
る
の
で
、
仕
事
は
午
前
９
時
か
ら
午
後

３
時
ま
で
。
政
府
の
様
々
な
サ
ポ
ー
ト
の

お
陰
で
、
充
実
し
た
生
活
と
や
り
が
い
の

あ
る
仕
事
が
両
立
で
き
る
」
と
に
こ
や
か

に
語
っ
て
い
た
。

環
境
と
成
長
の
両
立

　

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
環
境
政
策
に
つ
い
て

も
触
れ
た
い
。
同
国
は
早
く
か
ら
環
境
税

を
導
入
し
、二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２
）
削
減

に
努
力
し
て
き
た
。
08
年
時
点
で
95
年
比

９
％
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
に
成
功
。
こ
の

間
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
44
％
増
加
し
て
お
り
、
ま

さ
に
経
済
成
長
と
環
境
配
慮
の
両
立
を
実

現
さ
せ
た
数
少
な
い
国
だ
。

　

94
年
か
ら
99
年
ま
で
副
環
境
相
を
務

め
、「
環
境
の
父
」
と
呼
ば
れ
た
マ
ン
ス
・

ロ
ン
ロ
ス
氏
か
ら
成
功
の
鍵
を
聞
い
た
。

ま
ず
環
境
税
の
導
入
だ
。
91
年
の
税
制
抜

本
改
革
時
に
、
所
得
税
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ

イ
ン
課
税
を
軽
減
す
る
と
同
時
に
、
二
酸

化
炭
素
税
を
賦
課
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

労
働
や
資
本
コ
ス
ト
を
引
き
下
げ
、
環
境

コ
ス
ト
を
引
き
上
げ
た
。
長
年
に
わ
た
る

政
府
と
産
業
界
の
対
話
と
理
解
の
促
進
が

そ
の
背
景
に
あ
る
が
、
製
造
業
に
対
す
る

課
税
軽
減
、
投
資
優
遇
な
ど
の
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
措
置
も
円
滑
な
導
入
を
促
し
た
と

い
う
。

　

Ｃ
Ｏ
２
の
大
幅
な
削
減
に
家
計
部
門
が

果
た
し
た
役
割
も
大
き
い
。
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
を
石
油
、
石
炭
な
ど
か
ら
水
素
、
原
子

力
、
バ
イ
オ
マ
ス
、
風
力
、
波
力
な
ど
ク

リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
と
大
転
換
す
る
た

め
に
、
様
々
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て
家

計
に
政
府
補
助
金
を
投
入
、
今
で
は
地
域

暖
房
の
主
た
る
手
段
は
バ
イ
オ
ガ
ス
だ
。

売
買
可
能
な
グ
リ
ー
ン
電
力
証
書
を
強
制

的
に
導
入
し
た
こ
と
も
、
電
力
会
社
に
対

し
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
シ
フ
ト
さ

せ
る
強
力
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え

た
。
こ
の
結
果
、
今
や
電
力
供
給
の
46
％

が
グ
リ
ー
ン
電
力
に
な
っ
て
い
る
。

　

極
め
つ
け
は
、
未
来
型
環
境
モ
デ
ル
都

市
で
あ
る
ハ
ン
マ
ル
ビ
ー
・
シ
ョ
ー
ス
タ

ッ
ド
だ
。
95
〜
17
年
ま
で
の
都
市
開
発
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
、
総
投
資
額
は
30
億
〜
40

億
ユーロ
。
美
し
い
湖
に
面
し
た
人
口
２
万
人

弱
の
都
市
は
、「
ハ
ン
マ
ル
ビ
ー
・
モ
デ

ル
」
と
言
わ
れ
る
自
然
循
環
型
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
い
る
。

　

そ
の
取
り
組
み
は
主
に
以
下
の
４
点

だ
。

①
工
場
排
水
を
浄
化
し
残
っ
た
汚
泥
や
、

家
庭
の
廃
油
・
生
ゴ
ミ
を
発
酵
さ
せ
て
バ

イ
オ
ガ
ス
を
生
産
、家
庭
用
ガ
ス
に
利
用
。

残
っ
た
固
形
廃
棄
物
は
肥
料
に

②
公
共
交
通
機
関
は
フ
ェ
リ
ー
、
ト
ラ
ム

と
市
バ
ス
で
、
市
バ
ス
は
す
べ
て
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
と
バ
イ
オ
ガ
ス
で
運
行
。
車

は
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
が
一
般
的

③
太
陽
光
セ
ル
や
太
陽
光
パ
ネ
ル
で
水
を

バイオガスで走る路線バス（筆者撮影）

スウェーデンの各指標の比率
家計のパソコン保有率 87.1％（ＯＥＣＤ中３位）

インターネット・アクセス率 84.4％（同４位）

ブロードバンド・アクセス率 70.7％（同６位）

女性の就業率 78.2％（ＯＥＣＤ中2位、日本62.3％〈同19位〉）

研究開発支出対ＧＤＰ比率 4.0％（ＯＥＣＤ中１位）

公的教育支出対ＧＤＰ比率 5.5％（日本3.5％）

職業訓練関連支出対ＧＤＰ比率 1.3％（日本0.3％）

（注）カッコ内は国際順位と日本との比較
（出所）米ＩＤＣなど
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熱
し
、
家
庭
に
温
水
を
供
給
。
冷
え
た
水

は
、
夏
場
の
冷
房
に
使
う
な
ど
効
率
的
な

シ
ス
テ
ム
を
構
築

④
地
上
か
ら
可
燃
ゴ
ミ
や
食
品
ゴ
ミ
な
ど

を
分
別
し
て
地
下
に
落
と
す
自
動
ゴ
ミ
処

理
シ
ス
テ
ム
を
装
備
。
地
下
の
真
空
パ
イ

プ
ラ
イ
ン
を
通
じ
て
、
地
域
熱
処
理
施
設

で
地
域
暖
房
や
電
力
に
変
換

ユ
ニ
ー
ク
な

賃
金
決
定
シ
ス
テ
ム

　

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
経
済
社
会
モ
デ
ル
の

特
異
性
は
、
連
帯
賃
金
政
策
と
呼
ば
れ
る

ユ
ニ
ー
ク
な
賃
金
決
定
シ
ス
テ
ム
に
あ

る
。
こ
れ
は
、
企
業
の
生
産
性
格
差
に
か

か
わ
ら
ず
、
同
じ
職
種
な
ら
同
じ
賃
金
が

支
払
わ
れ
る
「
同
一
労
働
・
同
一
賃
金
」

を
実
現
す
る
仕
組
み
で
、
労
働
組
合
と
経

営
者
連
盟
の
中
央
交
渉
に
よ
っ

て
、賃
金
や
労
働
条
件
を
協
議・

決
定
す
る
。
こ
の
た
め
、年
齢
、

性
別
、
正
規
・
非
正
規
間
の
賃

金
格
差
は
小
さ
い
が
、
半
面
、

平
均
賃
金
を
支
払
え
な
い
生
産

性
の
低
い
企
業
は
、
淘
汰
さ
れ

る
運
命
に
あ
る
。そ
の
意
味
で
、

厳
し
い
資
本
主
義
経
済
の
原
理

が
貫
徹
し
て
い
る
社
会
で
あ
る

と
言
え
よ
う
。

　

し
か
し
、今
回
の
取
材
で
は
、

近
年
は
中
央
交
渉
の
力
は
弱
ま

り
、
産
業
別
、
企
業
別
組
合
に

よ
る
賃
金
決
定
が
主
流
と
な

り
、
賃
金
格
差
も
拡
大
し
つ
つ
あ
る
と
の

指
摘
も
聞
か
れ
た
。
そ
れ
で
も
、
組
合
組

織
率
は
80
％
と
、
日
本
（
18
％
）
を
は
る

か
に
し
の
ぐ
。ヌ
ー
デ
ル
氏
に
よ
れ
ば「
大

部
分
の
労
働
者
を
代
表
す
る
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
の
組
合
は
、
社
会
全
体
の
こ
と
を
考
え

て
行
動
す
る
。
労
使
協
調
の
も
と
、
ス
ト

ラ
イ
キ
や
労
使
対
立
は
ま
れ
」と
の
こ
と
。

労
働
組
合
中
央
団
体
の
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
か

ら
は
「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
流
れ

は
避
け
ら
れ
ず
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・
モ
デ

ル
は
常
に
変
質・進
化
を
迫
ら
れ
て
き
た
」

と
の
指
摘
も
あ
り
、
興
味
深
か
っ
た
。

　

な
お
、
解
雇
規
制
に
つ
い
て
は
、
法
制

上
は
厳
し
い
も
の
の
、
現
実
的
に
は
事
業

が
立
ち
行
か
な
く
な
れ
ば
柔
軟
に
解
雇
で

き
る
よ
う
だ
。
勤
続
年
数
の
短
い
者
か
ら

順
に
解
雇
さ
れ
る
た
め
、
リ
ー
マ
ン
・
シ

ョ
ッ
ク
後
の
景
気
悪
化
で
若
年
層
の
高
失

業
率
と
い
う
世
界
共
通
の
問
題
に
悩
ま
さ

れ
て
い
る
こ
と
も
付
記
し
て
お
く
。

人
間
を
守
る

福
祉
・
社
会
保
障
政
策

　

倒
産
・
解
雇
が
当
た
り
前
と
い
う
厳
し

い
競
争
社
会
の
側
面
を
持
つ
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
で
は
、
雇
用
責
任
は
企
業
で
は
な
く
政

府
に
あ
る
。
ヌ
ー
デ
ル
氏
の
言
葉
を
借
り

れ
ば
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
福
祉
・
社
会
保

障
政
策
は
、「
雇
用
や
仕
事
を
守
る
」
と
い

っ
た
欧
州
大
陸
型
の
理
念
で
は
な
く
、「
人

間
を
守
る
」
こ
と
が
基
本
理
念
で
あ
る
。

斜
陽
産
業
で
あ
っ
て
も
倒
産
を
防
ぐ
こ
と

に
金
を
費
や
す
の
で
は
な
く
、
倒
産
を
通

じ
て
構
造
転
換
を
促
進
さ
せ
る
こ
と
に
金

を
か
け
る
べ
き
と
の
哲
学
だ
。
そ
の
代
わ

り
、
労
働
者
に
は
教
育
・

訓
練
に
よ
っ
て
新
し
い
仕

事
に
就
け
る
能
力
を
身
に

つ
け
さ
せ
る
。
こ
れ
は
、

労
働
の
質
を
高
め
る
重
要

な
人
的
投
資
と
位
置
づ
け

ら
れ
て
い
る
。

　

ヌ
ー
デ
ル
氏
は
財
務
相

在
任
中
、「
ソ
ー
シ
ャ
ル
・

ブ
リ
ッ
ジ
」
と
い
う
理
念

を
掲
げ
た
。
こ
れ
は
、
古

い
産
業
か
ら
新
し
い
産
業

へ
の
円
滑
な
労
働
移
動
を

促
す
た
め
に
、
①
手
厚
い

失
業
保
険
（
従
前
賃
金
の

８
割
）、②
積
極
的
労
働
市
場
政
策
、③
生

涯
学
習
─
─
を
保
障
す
る
も
の
だ
。
職
業

訓
練
を
受
け
る
こ
と
が
失
業
保
険
受
給
の

条
件
と
な
っ
て
お
り
、
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド

防
止
の
た
め
に
失
業
給
付
は
時
間
の
経
過

と
と
も
に
減
額
さ
れ
る
。
職
安
が
紹
介
し

た
仕
事
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
限
り
、

承
諾
し
な
け
れ
ば
失
業
保
険
が
減
額
・
停

止
さ
れ
る
と
い
う
。
実
学
志
向
の
強
い
大

学
教
育
も
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い

る
。
失
業
後
、
大
学
に
戻
っ
て
専
門
知
識

を
身
に
つ
け
て
ワ
ン
ラ
ン
ク
上
の
職
業
を

目
指
す
人
も
多
い
。
こ
う
し
た
シ
ス
テ
ム

の
下
、
労
働
者
は
変
化
を
受
け
入
れ
る
よ

う
に
な
り
、
こ
れ
が
経
済
全
体
の
構
造
転

換
を
促
す
原
動
力
と
な
っ
た
。
人
に
対
す

る
投
資
は
、
人
を
助
け
る
だ
け
で
な
く
、

国
際
競
争
力
の
強
化
に
つ
な
が
る
。

税
、
予
算
を
戦
略
的
に
配
分

　

今
回
の
出
張
で
最
も
印
象
的
だ
っ
た
点

は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
が
企
業
の
生
産
性
向

上
や
国
際
競
争
力
の
維
持
・
強
化
に
極
め

て
高
い
関
心
を
持
ち
、
税
制
、
予
算
の
両

面
か
ら
戦
略
的
な
資
源
配
分
を
通
じ
て
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
よ
う
と
常
に

考
え
て
い
る
こ
と
だ
。

　

ま
ず
税
制
面
で
は
、
企
業
の
法
人
税
率

が
極
め
て
低
水
準
に
あ
る
。
法
人
税
は
国

税
の
み
で
あ
る
が
、
80
年
代
に
は
50
％
台

だ
っ
た
税
率
が
段
階
的
に
引
き
下
げ
ら

れ
、
09
年
か
ら
は
26・３
％
と
日
本
（
39・
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５
％
）
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
。
グ
ル

ー
プ
内
配
当
金
に
対
す
る
課
税
控
除
、
税

配
分
準
備
金
制
度
に
よ
る
課
税
控
除
、
株

式
配
当
金
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
へ
の
課

税
控
除
な
ど
、
持
ち
株
会
社
設
立
に
対
す

る
様
々
な
優
遇
税
制
が
あ
る
ほ
か
、
高
度

外
国
人
材
に
対
す
る
所
得
税
減
税
な
ど
独

自
の
税
制
を
有
す
る
。

　

他
方
、
年
金
、
疾
病
保
険
、
失
業
保
険
、

育
児
休
業
保
険
な
ど
、
企
業
の
社
会
保
険

料
負
担
は
31
・
42
％
と
極
め
て
重
い
。
そ

の
分
、
福
利
厚
生
費
や
扶
養
手
当
、
通
勤

手
当
な
ど
の
諸
手
当
負
担
は
軽
い
た
め
、

賃
金
に
福
利
厚
生
費
と
税
・
社
会
保
険
料

を
加
え
た
労
働
コ
ス
ト
は
、
英
国
、
ド
イ

ツ
な
ど
他
の
欧
州
諸
国
と
比
べ
て
低
く
、

日
本
と
同
程
度
で
あ
る
。
と
り
わ
け
、
エ

ン
ジ
ニ
ア
・
技
術
者
の
労
働
コ
ス
ト
は
諸

外
国
よ
り
か
な
り
低
く
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

投
資
庁
が
対
外
投
資
呼
び
込
み
の
ア
ピ
ー

ル
ポ
イ
ン
ト
に
し
て
い
る
ほ
ど
だ
。

　

予
算
面
で
は
、
研
究
開
発
、
教
育
、
職

業
訓
練
に
多
く
の
資
金
を
投
入
し
て
い
る

が
、
産
官
学
の
連
携
と
効
率
的
な
研
究
開

発
資
金
の
配
分
は
特
筆
す
べ
き
だ
。
産
官

学
連
携
の
代
表
例
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の

シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
と
言
わ
れ
る
シ
ス
タ
・

サ
イ
エ
ン
ス
・
シ
テ
ィ
ー
。
エ
リ
ク
ソ
ン

（
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
）、
ノ
キ
ア
（
フ
ィ
ン
ラ

ン
ド
）、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
、
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
、
オ

ラ
ク
ル
、
ア
ッ
プ
ル
（
い
ず
れ
も
米
国
）

な
ど
の
世
界
的
Ｉ
Ｔ
企
業
の
ほ
か
、
研
究

開
発
部
門
や
新
し
い
技
術
を
有
す
る
ベ
ン

チ
ャ
ー
企
業
、
ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
大
学
、

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
王
立
工
科
大
学
な
ど
の
教

育
・
研
究
機
関
が
集
積
し
、
世
界
を
リ
ー

ド
す
る
研
究
開
発
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が

行
わ
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｔ
分
野
は
モ
バ
イ
ル

や
３
Ｇ
Ｓ
な
ど
の
ワ
イ
ヤ
レ
ス
通
信
、
ブ

ロ
ー
ド
バ
ン
ド
が
メ
ー
ン
で
、
同
地
域
に

は
６
０
８
企
業
、
２
万
３
０
０
０
人
の
雇

用
、
１
１
０
０
人
の
研
究
者
と
５
０
０
０

人
の
学
生
が
集
ま
る
。
近
年
、
Ｉ
Ｔ
技
術

を
駆
使
す
る
ク
リ
ー
ン
テ
ッ
ク
（
環
境
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
）、メ
デ
ィ
テ
ッ
ク
（
医

療
技
術
）、ナ
ノ
テ
ク
な
ど
の
企
業
と
ア
プ

リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
開
発
で
協
業
し
て
お
り
、

Ｉ
Ｔ
以
外
も
含
め
る
と
、
全
体
で
４
６
５

３
企
業
、
６
万
６
０
０
０
人
が
働
く
欧
州

最
大
の
サ
イ
エ
ン
ス
パ
ー
ク
と
な
っ
て
い

る
。成

長
政
策
を
担
う
組
織
編
成

　

最
後
に
、
国
家
戦
略
と
し
て
の
成
長
政

策
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
の
役
割
を
担

う
組
織
に
つ
い
て
述
べ
る
。
前
者
が
成
長

政
策
分
析
庁
、後
者
が
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン・

シ
ス
テ
ム
庁
（
Ｖ
Ｉ
Ｎ
Ｎ
Ｏ
Ｖ
Ａ
）
だ
。

い
ず
れ
も
、
企
業
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
通
信

省
に
属
す
る
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
行
政
組

織
は
、
12
省
の
下
に
２
５
０
の
エ
ー
ジ
ェ

ン
シ
ー
が
あ
り
、
各
々
が
独
自
の
権
限
と

裁
量
を
持
っ
て
い
る
。
成
長
政
策
分
析
庁

の
役
割
は
、
経
済
成
長
と
地
域
格
差
是
正

の
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮
し
つ
つ
、
①
起
業
家

精
神
の
育
成
と
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援
、

②
リ
ス
ク
キ
ャ
ピ
タ
ル
の
供
給
、
③
ア
ク

セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
ー
の
向
上
な
ど
地
域
活
性

化
、
④
環
境
面
で
持
続
可
能
な
成
長
─
─

の
４
分
野
で
、
実
現
可
能
な
個
別
政
策
を

提
言
す
る
こ
と
だ
。
成
長
分
析
は
デ
ー
タ

や
統
計
に
基
づ
き
、
マ
ク
ロ
の
み
な
ら
ず

個
別
企
業
や
製
品
な
ど
ミ
ク
ロ
レ
ベ
ル
に

も
及
ん
で
お
り
、
企
業
の
開
業
・
廃
業
率

な
ど
の
統
計
整
備
な
ど
も
仕
事
に
含
ま
れ

る
。

　

他
方
、
政
府
の
研
究
開
発
資
金
の
配
分

は
、主
と
し
て
Ｖ
Ｉ
Ｎ
Ｎ
Ｏ
Ｖ
Ａ
が
行
う
。

予
算
規
模
は
２
億
ユーロ
、
２
０
０
人
の
ス
タ

ッ
フ
を
抱
え
、
各
種
助
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

通
じ
て
、
予
算
の
43
％
を
大
学
、
24
％
を

企
業
（
う
ち
65
％
が
中
小
企
業
）、22
％
を

研
究
機
関
に
配
分
し
て
い
る
。
ベ
ン
チ
ャ

ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
や
官
民
の
基
金
か
ら
も
資

金
を
集
め
、
戦
略
分
野
に
効
率
的
な
資
金

配
分
を
行
う
。

　

重
点
対
象
分
野
は
、経
済
的
、社
会
的
、

生
態
学
的
に
イ
ン
パ
ク
ト
の
大
き
い
研
究

開
発
で
、
先
端
製
造
・
材
料
、
自
動
車
な

ど
輸
送
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
）、バ

イ
オ
、
環
境
な
ど
だ
。
産
業
や
社
会
の
ニ

ー
ズ
を
基
点
と
し
た
研
究
開
発
を
促
す
た

め
、
産
業
界
、
大
学
・
研
究
機
関
、
自
治

体
な
ど
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
積
極
的

に
組
成
し
、
事
業
化
に
向
け
て
産
官
学
が

協
力
す
る
の
が
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
型
の
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
だ
。
国
際
的
な
コ

ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
も
積
極
的
で
、
欧
州

連
合
域
内
の
み
な
ら
ず
、
日
本
、
中
国
、

イ
ン
ド
、
米
国
と
も
協
働
し
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
高
い
国

際
競
争
力
の
背
景
に
あ
る
シ
ス
テ
ム
や
国

家
戦
略
に
焦
点
を
当
て
た
。
輸
出
依
存
度

50
％
を
超
え
る
小
国
で
あ
る
が
ゆ
え
に
、

国
際
競
争
力
の
強
化
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

の
促
進
に
対
す
る
情
熱
・
意
欲
は
す
さ
ま

じ
い
も
の
が
あ
る
と
い
う
の
が
率
直
な
印

象
だ
。高
水
準
の
社
会
保
障
の
み
な
ら
ず
、

人
材
の
質
を
高
め
る
教
育
・
訓
練
、
保
育

分
野
へ
の
投
資
は
、
高
い
成
長
が
実
現
で

き
て
初
め
て
可
能
に
な
る
。

「
成
長
な
く
し
て
構
造
問
題
の
解
決
は
な

い
」。
ダ
ン・ハ
ル
マ
ー
ソ
ン
成
長
政
策
分

析
庁
長
官
の
言
葉
は
、
バ
ラ
マ
キ
で
な
い

具
体
的
な
成
長
戦
略
の
策
定
・
実
行
が
、

わ
が
国
で
も
喫
緊
か
つ
最
重
要
の
課
題
で

あ
る
こ
と
を
物
語
っ
て
い
る
。

スウェーデンの町並み（筆者撮影）

■スウェーデン


